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１． 序論 

地下水障害の中に，河川の重要な資源である湧水の枯渇や湧水量減少，また地盤沈下といった問題が存在する．この

原因の一つとして，地下水の過剰な揚水に伴う地下水位低下が指摘されている 1)． 

武蔵野台地に存在する井の頭池や三宝寺池などの池は，中小河川の流量を支える重要な水源であったが，地下水の過

剰な揚水に伴い，高度経済成長期に湧水の枯渇や湧水量減少が目立つようになった 1)．また当時，低地部で激甚な被害

を及ぼしていた地盤沈下が台地部にも拡大した．これを機に 1972 年の法令及び都独自の条例に基づく規制強化が行わ

れ，台地部でも地下水揚水規制(以下「揚水規制」と記す)が開始された 2)．揚水規制が行われてきた結果，地盤沈下が沈

静化するとともに地下水位が回復し，現在では揚水規制を緩和して地下水を積極的に有効利用することを望む声もある．

しかし，地下水位の回復は頭打ちの状況にあり，武蔵野台地を流れる神田川では自流量が少ないままであり，野川や仙

川において水涸れが生じている 3) ~5)．また，既往研究では武蔵野台地の再現性について検証を行っているが，1972 年の

揚水規制開始当時の地下水位解析はこれまで行われていない 6)． 

そこで，本研究では都内全域(島しょ，山間部除く)で揚水規制が施行された 1972 年に着目し，1972 年の揚水量データ

を用いて定常解析を実行した．その解析結果と現況再現ケースを比較することにより，揚水規制が地下水位へ与えた影

響とその原因を検討するとともに，揚水規制が河川の水涸れ緩和に及ぼす効果についても考察を試みた． 

２． 解析手法および概要について 

（１）解析手法と解析領域の概要 

解析には，統合型地圏水循環シミュレータである GETFLOWS を採用した．これは陸域での表流水と地下水を一体的

に解析することができ，任意形状の 6 面体格子を用いて地表地形及び地下地層分布形状を実態に沿って適切にモデル化

することで，河川水と地下水の多様な水理諸量(地下水位・湧出高・流跡線・表流水深など)を算出・可視化が可能なため

である． 

図-1に，表土を除いた三次元水理地質構造モデルを示す．本研究では，入間川・荒川・多摩川に囲まれた 2,000km2の

範囲を解析領域とし，表層情報から地下地質構造までを一体に反映した武蔵野台地モデルを作成し，地下水位の解析を

行った．表層の情報について，標高は国土地理院基盤図情報

および東京都の各河川整備計画から作成し，表層における

マニングの粗度係数は国土数値情報の土地利用から反映し

た 7),8)．そして地下地質構造は東京都の地盤ボーリングデー

タと解析領域の地盤分野論文等を基に設定し，地下水位や

河川流量との整合性を確保したうえで間隙率と透水係数を

決定した 9)~12)．浅層は主に沖積砂礫層・ローム層など比較的

透水性の高い地質が分布し，深層は舎人層・北多摩層など比

較的透水性の低い地質が広域に分布している． 

モデル化した武蔵野台地を流れる河川では湧出水の減少

が報告されており，特に台地南部に存在する野川・仙川の一

部では平時に表流水が無い水涸れ状態が続いている 5)．そこ

で，これら河川の湧出高や河川域の表流水深を可視化する

ことで，揚水規制が河川へ与える影響について考察を試み

た． 

キーワード 武蔵野台地，揚水規制，GETFLOWS，地下水位，水涸れ  

連絡先 〒192-0397 東京都八王子市南大沢 1-1 首都大学東京 E-mail：takeda-rihito@ed.tmu.ac.jp 

図-1 武蔵野台地モデル(表土除く) 

総格子数： 708,540
( 格子層数： 30層 )
深度方向： -2,500m
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（２）入力に用いたデータ 

①地下水揚水量 

表-1 に，各ケースの揚水量を抜粋して示す． 本研究で用いた

1972 年ケースの揚水量は，東京都環境局，南関東地方地盤沈下調

査会による1972年の自治体別揚水量を各自治体面積で割った値を

使用した 2),13)．ただし，埼玉県西部の一部及び比企地域の自治体に

おける揚水量は，埼玉県環境部による自治体別揚水量から最小二

乗法を用いて算出した 14)． 

現況再現ケースの揚水量は，東京都環境局と埼玉県環境部によ

る 2012・2013 年の自治体別揚水量を各自治体面積で割った値を使

用した 13),15)．また，地下水の大部分は東京層群および上総層群の

砂層・砂礫層中にある被圧帯水層から取水しているため，揚水は

深度 100m以深に分布する東京層・東京礫層・高砂層・江戸川層・

東久留米層の最上層から自治体毎に一様に取水すると想定してモ

デル化した 16),17)． 

②有効降水量 

図-2に，有効降水量分布を示す．降水量・気温データは，1981

年～2010 年の 30 箇年平年値より 1km メッシュの空間分布データ

を使用した 18)．これらのデータを用いてメッシュごとにハーモン

式に基づく可能蒸発散量を算出し，降水量から可能蒸発散量を差

し引いた有効降水量を定常の降水入力値に採用した． 

③雨水排水・下水処理場 

雨水下水幹線により収集される降水は，地中へ浸透しない損失

雨量となる．本解析では，東京都及び埼玉県の各下水処理区域に

おける降水量の 20％が損失雨量となったと仮定し，各メッシュの

降水量から差し引いたうえで同じ水量を各下水処理場から放流し

た 19),20)． 

３．1972年ケースと現況再現ケースにおける地下水位解析値比較 

1972 年の揚水規制に伴い，大きく揚水量が減少した現在の現況

再現については，詳しく検証されており，高い精度での再現性が

確認されている 6)．次に 2 つのケースにおける解析結果の比較を

行う． 

図-3 に，現況再現ケースの地下水位が 1972 年ケースよりどの

程度上昇したかを示す．同図より，地下水位が上昇する地域は偏

在しており，多摩地域と区部台地部に集中していることが読み取

れ，地下水位が上昇している自治体の多くで 3m 以上の上昇が確

認できる．また，埼玉県の一部でも地下水位上昇が見て取れる．以

後，揚水規制効果の検討及び地下水位上昇の原因と河川への影響

について考察を試みた． 

４．揚水規制の効果検討 

（１）地下水位上昇の原因考察 

 図-4に，1972 年ケースと比較した現況再現ケースにおける各自

治体別揚水量の減少量を示す．図-3と図-4を比較すると，図-3に

おいて地下水位上昇が大きかった多摩地域及び区部台地部では，

揚水量の減少が他の地域に比べて大きいことが分かる．このこと

は，1972 年以降に多摩地域・区部台地部で行われてきた揚水規制

の効果が現れたものと考える．更に，他の自治体に比べて大きく

図-3 1972 年ケースと比較した現況再現

ケースにおける地下水位上昇量 

西東京市 

昭島市 
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立川市 
調布市 

中野区 

豊島区 

三鷹市 

図-4 1972 年ケースと比較した現況再現ケース 

における各自治体別揚水量の減少量 

西東京市 

昭島市 
武蔵野市 

立川市 
調布市 

中野区 

豊島区 

三鷹市 

表-1 入力揚水量(抜粋) 

図-2 30 箇年の日あたり有効降水
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揚水量が減少した豊島区，三鷹市，西東京市や立川市などの自治体

に加えて，近隣の中野区，武蔵野市や昭島市などの揚水量の減少が

小さい自治体でも地下水位上昇が確認できる． 

このことは，揚水規制による揚水量減少が近隣の自治体エリア

にまで影響を及ぼすなど，極めて高い効果が発現していると判断

できる．以下に，各ケースにおける上記の地域に着目した流跡線を

作成することで，揚水規制が地下水流動や地下水位へ与えた影響

について検討を行う． 

図-5 a)・b)に，各ケースの流跡線を示す．流跡線とは表流水と

地下水の動きを一体的に可視化したもので，本研究では実際の揚

水が多い深度 150m地点を出発点として，流動経路を赤い実線で表

した．破線内部に着目すると，図-5 a)の 1972 年ケースの流跡線か

らは，図-4 において揚水量減少の大きい自治体が周辺の自治体か

ら地下水を引き寄せて揚水していることが読み取れる．図-5 b)の

現況再現ケースの流跡線は，全体として歪むことなく伏流してほ

ぼ地形的に低い東方向へ伸びているが，一部調布あたりでは引き

寄せられていることが判る． 

両図の流跡線を比較すると，過剰揚水していた自治体の揚水量

減少に伴い周辺自治体からの揚水引き寄せが減少し，その周辺自

治体の地下水を含めて帯水層基面形状に沿って流下するようにな

ったことが読み取れる．これにより，揚水規制に伴って大きく揚水

量が減少した自治体のみならず，周辺自治体の地下水位も上昇す

る結果になったと考えられる． 

以上より，多摩地域と区部台地部における揚水規制が当該自治

体に止まらず，周辺自治体の地下水位上昇に極めて高い効果を生

じさせていることが確認できた． 

（２）河川の水涸れ緩和に及ぼす効果考察 

各ケースの 23 区西部と北多摩地域における地表面への湧出高分布と表流水深分布をそれぞれ図-6 a)・b)及び図-7 

a)・b)に示す． 

図-6の両図の比較より，破線内の野川・仙川など水涸れが発生しやすい多摩地域の河川や，石神井川・神田川などの

自流量が少ない区部の河川において，揚水規制の効果による湧出高の増加や出現が確認できる．これらの河川は図-3に

図-5 b) 現況再現ケースの流跡線 

図-5 a) 1972 年ケースの流跡線 

調布市 

調布市 

図-7 b) 現況再現ケースの表流水深 図-7 a) 1972 年ケースの表流水深 

神田川水系 

野川 仙川 

図-6 a) 1972 年ケースの湧出高 図-6 b) 現況再現ケースの湧出高 

神田川水系 

野川 仙川 

石神井川 石神井川 

野川 仙川 

石神井川 

神田川水系 

野川 仙川 

石神井川 

神田川水系 
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て地下水位が上昇した地域に位置し，地下水位の上昇に伴って河川への湧出水が増加したものと考えられる．図-7の両

図の比較より，図-6と同じ河川で表流水の増加や出現が確認できる．これは図-3，図-6より，地下水位が上昇して湧出

水が増加した結果，表流水が増加したためと考えられる．以上の結果より，揚水規制は河川の水涸れ緩和や流量減少に

極めて効果の大きいことが判る． 

５．結論 

 本研究では武蔵野台地において，都内全域(島しょ・山間部を除く)で揚水規制強化が図られた 1972 年の揚水量データ

を用いたケースと現況再現ケースを比較することにより，揚水規制が地下水位へ与える影響を検討し，地下水位上昇の

原因と揚水規制が河川の水涸れ緩和に及ぼす効果について考察を行った．解析の結果，地下水位が 1972 年から揚水規制

が始まった多摩地域・区部台地部を中心に現在までに 3m 以上上昇したことが明らかになった．このことは，揚水規制

により，揚水量減少が大きい地域を中心に，その周辺の地下水が帯水層基面形状に沿って流下するようになった結果，

広域にわたる地下水位上昇に繋がったことが一因として考えられる．そしてこの広域の地下水上昇に伴い，多摩地域・

区部の一部河川で湧出水や表流水の増加または出現が確認できた．  

以上のことから，多摩地域と区部台地部における揚水規制が当該自治体にとどまらず，周辺自治体の地下水位上昇に

大きく寄与していること，また湧水量の減少や湧水の消失，枯渇といった問題がある中，河川の水涸れ緩和や流量減少

に対して大きな効果を及ぼしていることが明らかになった．この現状で揚水規制を緩和することは，更なる河川の水涸

れや流量減少，加えて地盤沈下の再燃も懸念される．このため，引き続き綿密な地下水管理が必要であると考える． 

今回の研究では，都内全域(島しょ，山間部除く)で揚水規制が施行された 1972 年に着目したが，区部低地部ではそれ

以前に揚水規制が行われている．今後は，解析モデルや条件設定の改良を図り，より実態に即した検証を行うことで，

広域における水資源の利用や管理・保全に繋がると考える．  
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